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1， は じめ に

　 近 年の 出生率 は 低下
1）

に伴 い 、 高 齢化 も一

層 加速 して い る 。 ま た 女 性 の 社 会進 出に 伴

い 、 出産年齢は上昇 し高齢出産 も増加 しつ つ

あ る。 こ う した社会情勢を踏まえて 、 今後の

社会情勢 を見据えた 上 で 妊娠合併症 へ の 対策

が必 要で あ る 。 なか で も妊娠 中毒 症 は 日常的

に経験 され、妊 産 婦や新生 児の 死亡原 因 に も

な りうる重要 な疾 患 で あ る 。 死 亡 に い た らぬ

まで も 、 妊娠 中毒症 は妊婦 に 対 して は 常位胎

盤 早期剥 離 、 急性 腎不全 、 脳 出血 や DIC な ど

の リス ク を高 め る と共に 、 児に は早 産や低 出

生 体重 を招 く可 能性 があ る 。

　 しか し妊 娠 中毒症 の成 因 に つ い て は未だ解

明 され て お らず 、 時代 と共 にそ の 定義 も変遷

して きて い る 。 現在 、 わ が 国で は 1985年 に 日

本産婦人 科学 会 妊 娠 中毒症問題 委員会 よ り提

示 され 定義が一般 に用 い られ て い る 。 さらに

1992年 には 同学会か ら妊娠 中毒症の 病型分 類

が 発 表 され 、 1997 年 には 改訂が加え られ た 。

妊 娠 中 毒 症 の 定 義 は 諸 外 国 で も 異 な り 、

American 　College　of　Obstetrics　and 　Gynecolo−

9i・t・や 1・t・m ・ti・nal ・S・d ・ty ・f・th・ St・dy ・f　Hy −

pertension　in　Pregnancyを始め と して 様 々 な定

義や病型分 類 が公 表 され て い る 。 こ れ らは妊

娠中毒症 の 病態の 基本 を高 血圧 を として い る

点で は 共通 し て い る 。

　妊娠中毒症 の 定義 が 変化 して きた こ とは 、

疫学 に も大 きな影響 を与 えて い る 。 定義や病

型 の 定 ま らな い 疾 患 につ い て は 患者数や死 亡

数を捉 え る こ とは 基本 的 には 困難で あ る 。 実

際 、 妊娠 中毒症 の 記述疫学的研 究は少な く、

妊産婦死 亡 率 ・周産期死 亡率の よ うな間接 的

指標 を も っ て しか と らえ られ る こ とが 多い 。

今回は官庁統計 を始め と して 種 々の 統計資料

をもとに 、 妊娠合併症 と くに 妊娠中毒症の 疫

学に つ い て 解説する 。

2．妊産婦死亡 率 と周産期死亡率

　 妊娠合併症 の 及 ぼす 最大の 損 失は妊 婦や児

の 死 亡 で あ り、 そ の 指標 と な る の が妊 産婦死

亡率 と周産期 死 亡 率 で あ る 。

　 妊 産婦死亡 率 （出生 10万対 ）は 1910 年 （明

治 43 年 ）に は 363 ．6 とい う極 め て 高い 数値 で

あ っ た が 、

一
貫 して 減少 した％ 1947年 （昭和

22年 ）は 1675 と な り引 き続 き減 少 を 続 け 、

1995年には 6．9に まで 減少 して い る （図 1）。 し

か しわ が 国 にお け る母 子 保健指標 の 中で は 先

進諸国 と比較 す る と
2）
、今後 なお 改 善の 余地 を

残 して い る 。 妊 産 婦死 亡 の 原 因 と して は 、 子

宮外 妊 娠、妊 娠 中毒症 、 分娩前後 の 出血 な ど

が あげ られ る が 、 1995 年 にお い て も妊 娠 中毒

症は 妊産婦死亡原因 の 21．1％を 占め て い る 。

　
一

方、周 産期 死 亡 率は 母体の 健康状態 を強

く反映 する もの と して 、 1950年以 降WHO に よ

り提 唱 され た 。 1995年 の 周 産期死 亡率 は 7．0で

あ り、 早期 新生 児死 亡 、 妊娠 22週以 後 の 死 亡

も年 々 減少 して い る
1）

（図 2） 。 周産期死亡 率

は戦後
一

貫 して 改 善 され て お り 、 諸外 国 と比

べ て も低率 とな っ て い る
2）

。

　 周産期死 亡の 原 因 と して は、児側 病態で み

る と 、 周産期 に発生 した病態が 82．9％、 先天性

奇形 ・変形及び 染色体異常が 15．4％とな っ て い

る 。

一
方 、 母 側 病態で み る と 、 妊 娠合併症 が

15．7％ 、 分娩合併症 が 29％ とな っ て お り、 妊娠

合併症の 影響は 大 きい 。
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妊 中誌第 5巻 妊 娠 中毒症 の 疫 学

3．妊娠 中毒症 の 患者数

　妊 娠 中毒 症 の 定 義 が 変化 し て い る た め 、 厳

密 に罹患率を捉え る の は 困難 だが 、 患者調査

か ら概況 を捉え る こ とはで きる 。 1993 年の 患

者 調 査
3 〕

で は 、 妊 娠 中 毒 症 の 罹 患 数 は

59
，
000 、 有病数 13

，
600 、 入 院回数は 60，000 回

と推計 され る 。 患者調査 及び 人 口動態統 計か

らの 推 計で は 、 出生 と妊娠20週 以降の 死 産の

和 1000件に対 して 49 で あ り、 咸書 とはほ ぼ一

致す る数値 が えられた
4 ）

。

一
方 、 1983 年の 同

調 査 で は 妊娠 中毒症 の 罹患数 は 118
，
000 で あ

り、出 生 と妊娠 20 週以 降の死産 の 和 1000 件に

対 して 77で あ っ た 。 定義 や診 断精度 の 変化 は

あ るが 、 妊 娠中毒症 の 罹患 率の 減少 が推測 さ
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れ た 。

　罹患 率の 減少 に は 、 2 つ の 要因が考 えられ

る 。 第 1は医療側 の 要因で あ る 。 産婦 人科学

会 で妊娠中毒症 が定 義 され た こ とに よ り診断

基準が 明確 にな り、 診断精度 が 向上 した と考

え られ る。 さらに 出産年齢 に ある女性 の 基礎

疾患が各種 の 健康診断な どで早 期発見 され 、

妊娠以前か ら疾患管理 が行われ 、 また妊娠中

の 疾病管理 も適切行 われ る よ うにな っ た 。 第

2 は社会的要因 で あ る 。 女性 の 教育の 向上 は

妊 娠 中の健康管理 の 普及 に 影 響を及 ぼ して い

る と考 え られ る 。 また女性 労働条件 もそ の も

の も改善 して い る こ とも重 要で あ る 。

図 1 ．妊 産 蝿 死 亡 串 の 推 移
（人 ロ 動 態 続 計，1995 ）
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4．妊娠 中毒症の 医療費

　昨今 、 医療 費の 高騰化 は 医療保 険改革 な ど

様々 な 問題 を投 げか けて い る 。

　1995 年国民 医療費 に よれ ば妊 娠 ・分娩 ・産

褥 の 医療 費 は 2040 億 円で あ り、 全 体の 0，9％

を 占 め る に す ぎない
6 ）

。 しか し1985 年の 国民

医 療費で は 妊娠 ・分 娩 ・産褥 の 医療 費は 1550

億 円で
7 ｝

、 他の 疾患 と同様に医療費は 確実に増

加 して い る 。

　国民 医療 費か らは 妊娠 申毒症 の 医療費 は明

か に され て い な い が 、社会 医療診療行為別 調

査 報 告
8）

か ら 妊娠 中毒 症 の 医 療 費が 推 計 で き

る 。 その 医療費の 内訳 は 、 入 院 費が 52．9％を

しめ 、 次 ぎに検査 ・画 像診断 13．9％ 、 手 術 ・

麻酔 ・処置 11．8％ とな っ て い る 。 妊娠 中毒 症

の 医療費 に お い て は 、 入 院費の 占め る 割合が

比 較的高 い傾 向が 見 られ る 。

5．わが 国に お ける 母子 保健 対策

　我 が 国 にお け る 母 子 保 健対策 は 、 結婚前か

ら妊 娠 、 分娩 、 育児 期 を通 じ て 一
貫 して 行 わ

れて い る こ とが特徴 で ある 。

　これ まで 妊娠 中毒症 を始め と した妊婦健康管

理 は 保 健 所 と市 町村 が 個 別 に 業務 を担 当 して

い た が 、母子 保 健法 の 改 正 に よ り平 成 9年か ら

は 母 子 保 健 事業 は 市町村 に
一

元 化 さ れ 、 住 民

に提供 され て い る 。　市町村で は母子保健手帳

の 交付 、 妊産 婦や乳幼児 の 健 康診査 、 妊 産婦

や新生 児 へ の 訪問指 導 を担 当する 。

一方 、 保

健所 を中心 と して 都 道府 県は 市 町村 へ の 指導

や 助言 とと もに 、 耒 熟児 訪問指導や養育指導

な どの 専 門 的 サ ー ビ ス を 担 当 す る こ と な っ

た 。 母 子 保健対策 の
一元化 に よ り、 今後 、 住

民 へ の 円滑 なサ ー
ビ ス の 提供 と と も に 、 母 子

保健 対策 の 推進 に必 要 とされ る情 報の 集積 と

対策 の 評価が 可 能 とな る 。 また 、 ハ イ リス グ

ル ー プ の 把握 に よ り妊産婦 へ 適切 な 指導や受

診勧奨が 行われ る こ とが期 待で きる 。

　現 在 、母子保健対策の
一

貫 と して 妊婦検 診

1997年 12月

が施 行 され て お り、 また保健婦 に よ る 訪 問指

導が行 わ れ て い る 。 1995年の 妊 娠 中毒症の 訪

問指導は 9147 件 で あ り
9）

、 件数 は年 々 減少の傾

向傾 向にあ り1995年 の 訪 問件数 は 1965年 の 5．6

％とな っ て い る
1°）
　
。

6．ま とめ

　妊娠 中毒症 の 定義 は諸外 国で相 違 もあ り 、

原 因が 解明 され て い ない こ とか ら 、 疫学の 最

も基 盤 とな る情報 を欠 い て い る 。 しか し既 存

統計 に 基 づ く推計で は 、 妊 娠 中毒症 は 罹患率

の 減 少 の 傾 向 にあ り、 そ の 結果 は 医療 費 に も

反映 されて い た 。 今後は 母 子 保 健 事業の
一元

化 に よ り、 こ れ ま で よ り情報の 収集が 円 滑 に

行 わ れ、住民 サ ー ビ ス の 向上 と共 に 評価 に も

とつ い た対策の 改善 が望 まれ る 。
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